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1、初 め に
本稿は混雑が主たる問題 となっている大都市における道路投資について検討するものであ
る。本来投資は価格形成に規定 されるが、道路に関しては一部の有料道路を除いては直接的
な価格形成がなされておらず、またそれら有料道路についても料金水準は配分効率性を意図
したものではない1,また巨額の投資費用を要すること、数十年という長い寿命を持つゆえに
費用回収に長い期間を要 し、世代間の効率性や公T性 の担保や不確実性への対応が要求 され
ること、需要の価格弾力性が小さく地域独占となりやすいこと、多くの用地 を必要とするこ
と、多大な外部効果をもたらすこと、.一部の有料道路 を除いては料金徴収が困難であること
等を理由として、投資)十1・維持管理費や経済効果を通して効率性が判断されることとなる。
それゆえに道路投資については投資の経済効果と費用 を検討する投資効果論、その効果と費
用を比較検討する投RT<ii=MN、そ して実施する際の財源調達について考える投資財源論によ
って検討 される。本稿では大都市の道路投資について以Lの 観点から整理と検討を行うもの
である。
}
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2、投資効果論
まず投資の効果の分類について整理する。着 日点によっていくつかの分類 が存在するが、
一6J
都市の道路投資に関する一...考察
......般的な分類としてまず投資の効果 をフロー効果 とス トック効果に分類する、効果の発生原
因に着目した分類がある。フロー効果 とは建設に付随 して生 じる投資効果であり、いわゆる
乗数効果のことである。この効果に関しては、遊休施設の存在や不完全雇用の存在に依存 し、
仮に完全雇用が達成 されているならばそれは限界的な効果をもたらさず、分配を変化させる
だけとなって しまう。それに対 して ストック効果とは生産力拡大効果であり、道路が供用 さ
れることによって当該経済の生産性が変化(向 上)す る効果のことである。 したが.って道路
投資の本質的な効果とはス トッ.ク効果の ことであり、この把握が重要となる。特に都市にお
いて混雑が激 しいということは、道路ス トック水準が不十分である可能性が高 く(価格形成
が成 されていない.,あるいは不完全であるため、必ず しも混雑の存在= .ストック不足 とは言
い得ないが、我が国大都市の現状を見ればス トック水準 も不足 していることは直感的に理解
できるであろう)、このス トック効果は非常に大 きいものであることが想像 される。
またその他にも直接効果と間接効果という効果の波及プロセスに着目した分類が存在する。
直接効果 とは当該道路利用者が、利用時に即座に享受す る効果のことであり、間接効果とは
その直接効果が市場を経て移転 して現れる効果のことである。この分類は後に検.fする便益
計測のタイミングに大きく関連する。
便益を計測するにあたっては部分均衡によるアプローチと一..一般 均衡によるアプローチが存
在する。前者は費用便益分#lrとして実際の道路投.資の評価に用い られている。道路投資が行
われると生産性の向上に伴って誘発交通が発生 し、需要自体が変化することが考えられるが、
こ.こでは走行時間短縮 ・走行経費減少 ・事故減少の効果をもって、社会全体の厚生変化の近
似とする局所近似アプローチの立場がとられている。後者はAGE(AppliedGeneralEquilibri-
um)、CGE(Computable.GeneralEquilibrium)といった、.....般均衡分析のツールを用いて等
価変分等を計算するものである、道路投資による効果をより正確に把握するには....般均衡分
析が欠かせないが、現実には部分均衡アプローチの近似をもって厚生判断を行う場合が多い.
その理由としてAGE等の計算には前提が非常に多く、また統計上の課題が存在するためであ
る。厚生分析で通常 よく用いられる仮定ではあるが代表的個人の仮定の現実妥当性、本来は
実証的に求められるべ き生産関数等の関数形を計算の都合...ヒからコブ ・ダ.グラ.スやCES等に
特定する、静学的均衡状態を仮定、カリブレーションU!、データ制約(塞 礎データとして産
業連閲表を用いるケースが多いが、都道府県.単位で しか整備 されていない〉等の課題は、都
市交通を分析する..rで見過ごしえない課題である。 したがって局所近似アプローチを採用す
るのか、それとも.大域的アプローチを採用するのかは、近似による誤差と事後情報の不確実
性の トレー ドオフ問題であり分析対象の規模に依存す る。そして全国レベル、あるいぱ地方
であっても広域的なレベルではともかく、都市の道路投資の個別.事業採択を分析するのであ
れば、局所近似アプローチに優位性があるように思われる。ただし分配面での情報が得 られ
るという意昧で均衡分析にも価値が存在するため、可能であるならば両分析を実施 した方が
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良いだろう。都.市内道路の整備に関しては、.東京外郭環状道路や首都圏中央連絡道路の建設、
中央高速自動車国道の高井戸 インター建設に代表的に見 られ.るようなMMBY(NotInMy
BackYard;迷惑施設は自分の庭の外へ、ただしそσ)施設か ら得 られ る便益は享受 したい)
問題が大きな課題となっていることを考えると、ある施策の実施による分配の変化が数量的
に把握できることのメリットは大きいからである。
そして部分均衡 アプローチである費用便益分析について、 これは誘発交通を考慮 しない場
合の消費者余剰の増分を推計するものであるが、その消費者余剰の定義にも課題が存在する。
.普通需要関数を用いて定義す ると、その消費者余剰(1Vlarshallの消費者余剰〉は積分の経路
依存性に悩まされることとなる。また、その消費者余剰は所得効果が存在 しない場合に限り、
正確な厚生の変化を表すものである。さらに補償原理 と必要十分の関係にもないことが明ら
かになっている。それに対 して補償需要関数 を用いて定義 した場合の消費者余剰(Hicksの
消費者余剰)は これらの問題をクリアすることが知 られている。 しか し補償需要関数の実際
の計測は困難であるため、通常以下に挙げる3つの立場が存在する 一①Gormanail約を満た
す効用関数を仮定する。そうすればMarshallとHicksの消費者余剰は「致 し、集計的消費者
余剰は補償原理と整合する。②一一般 的な効用関数の下であって も、所得効果が.卜分に小さけ
ればMarshallの消費者余剰はHicksの消費者余剰の近似として扱える。③.普通需要関数のデ
ータから直接Hicksの消費者余剰を計測する一。ただし現実には普通需要関数の推定誤差も
存在することから、蒋通需要関数を補償需要関数の近似 として級う場合が多い。
図2.i部分均衡分析と.一般均衡分析
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便益の計測にあたって、その便益をどのタイミングで捉えるのかについても異なった考え
.方がある
。具体的には投資が行われて道路の交通需要を用いて便益を計測する発生ベースの
計測 と、投資の効果が複数の波及過程を経て最終的に帰着 した便益を計測す る帰着ベースの
計測である。FirstBestの世界ではこの両者 は....・致する。これは先の効果の分類で挙げた直接
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効果と間接効果に関連 し.、直接効果の移転であ.る間接効果は相殺 し合い、直接効果 さえ止確
に計測で きれば十分.で、直接効果に間接効果を加えることは便益の.ut算 をもた らす こと
になる(KanemotoandMera、19S.i)、、発生ベースで便益を計測する場合には一般均衡需要曲
線(道 路投資による誘発交通を考慮 した需要曲線、図.2.1)を用いればよいごとになる。 しか
しながらFirstRestではない世界を考えるならば間接効果は相殺 しな くなり、当該道路投資が
資源の浪費を減 じるのであればそれを娼殺さ.れなかった間接効果による便益として直接効果
に加算、かえって資源の浪費.を増.大.させ るのであれば相殺されなか.った負の間接効果として
直:接効果か ら減 じる必要がある。実際には一般均衡需要曲線を求めることが困難であること
(一般均衡が変化した後の交通需要曲線 を求めることが必要)か ら、直接効果と問接効果に分
類 して個別に便益を積上げ計算する、伝統的二分法 というアプローチが行われている。また
間接効果が相殺 し.ない例.としては、混雑道路のバイパス道路建設が混雑の死重的損失を減 じ
るために、バイパス道路建設の直接効果に別途加算する必要が存在する場合がある。 したが
って混雑によって多大な死重的損失が発生 している都市(例 えば東京都内一年間での混雑に
よる経済損失は1兆2,000億円を超えるとされる一H.13.i2>においてはFirstRestとは程遠 く、
ゆえに相殺 しない間接効果の大 きさが無視 し得ない大 きさであることから考えると、理論的
に考えても伝統的二分法、ひいては費用便益分析にも積極的な意義が見1-4し得ると思われる。
これに対 して帰着ベースでの便益計測方法 として国民所得アプローチが.存在する。すなわち
全ての便益が帰着 した後の、国民所.得の増分で当該道路投資.の便益を推計するのである。国
民所得の事前 ・事後比較の指数としては.パー シェ指数やラスパ イレ.ス指数が酎いられるが、
これらはそれぞれ補償変分以.下の値 と等 緬変分以.上の値をとることから、それぞれ便益の...t
限と下限として解釈可能である 制。ところがこれら両指数を求めるためには事後情報が必要
となるため、一搬 均衡解を解 く必要がある。現在この計算は年次の時系列データによる大規
模地域計量経済モデルによって行われているが、社会構造が安定していない時期における時
系列分析に.対する信頼性や、多くが.ケ.インズ型モデルであって供給制約を考慮に入れていな
いために、乗数効果が渾大に現れ る恐れがあるなどの課題も存在する。ただ しこの課題につ.
いては先に挙げたAGE'SCGEの.今後の進展が解 となるロ∫能性 も存Vii:する、,ここで都市の交
通投資について考えてみると.澗別事業の採択にあたっては部分均衡 ・誘発交通を考慮 しな
いb費 者余剰アプローチ(発 生ベー.スアプローチ)に 実際.上および場合によっては理論的に
も優位性が存在した。しかし道路.ネッ トワークの中長期的な整備効果を検討するのであれば、
そのようなアプローチでは近似による誤差が無視できなくなり、また理論上の優位性 も根対
的には小 さく.なる。 したがってその ような場合には国民所得アプローチを採用 しなければな
らない。 しか し国民所得アブロ 一ーチにも少なからぬ課題が存在するため、AGEの.今後の発展
が期待 される。
その他の便益計測方法としてヘ ドニック ・アプローチも存在す.る。これはクロス ・セクシ
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ヨンのキャピタリゼーション仮説に基づ くものであり、道路投資の便益が最終的には当該地
域の地価..と昇に反映 され るというものである。開発利益の還元が言われるのもこの仮設に根
拠を求めての こ.とである。道路投資の便益が土地価格へ と帰着するためには、当該地域 が
Small-Openであること、消費者の同質性、企業の自由参入、歪みのない価格体系が要求 され
る。 しか しこのような仮定は現実の都市の道路投資を分析する上では大 きな障害となること
は明らかであろう。 さらに道路投資の効果のみ を抜きulすために推定式に多数の変数を人れ
ぎるを得.ず、多重共線性の問題が付 きまとうこと、さらに推定式の意図的な操作の可能性 も
あり、全面的にこの手法を用いることは現実的ではない。ただし余剰概念が使用できないよ
うな非市場的便益の推定に応用が可能であることから、費用便益分析に加えて環境質の変化
等の便益(不 便益)を 計測することに応用は可能である。
利用者便益の推定にあたって、走行時間 ・走行経費 ・事故それぞれ一単位の削減がどれほ
どの貨幣的な便益をもたらすのかを推計 したものが原単.位である。その中で道路投資による
便益の大半 を占める走行時間短縮の便益の推計に用いる時間価値原単位について検討 し.てみ
たい。時間価値原単位 とは、各利用者が時間の節約に対 してどれだけの支払意思を有 してい
るのかを示す ものであるか ら、理論的には補償変分の ことである。その推定方法であるが、
消費者を属性 ごとにグループ分けをして推計する方法や、特定の効用関数を仮定 した上で推
計する方法が存在する。 しかし補償変分の計測には補償需要関数の推定が前提にあることや、
効用関数に関して特定の関数形を仮定 して しま.うこと等の課題から、推定値に大きなばらつ
きが存在するなど、その推定値に対 しての信頼性 が.十分に高いとは.い難い状況にある。 し
たがって世.界的にも基本的には賃金率をベー.スとした時間価値原.単位が用いられており、そ
れは我が国においても同様である。具体的には我が国では...・人あたり国民所得を総労働時間
で除 したものを時間価値原単位としている。 しかしながらたとえ業務交通であっても必ず し
も賃.金率と等 しくはならない、また所得 との単純な比例関係にはない(最 低所得者グループ
の3倍以上ク)所得 を有する最高所得者グループ=の時問価壼自は、せいぜい最低所得者グループ
の30一・4⑪%増し程度である)との実証研究(MYAConsultancy.、iss7)も存在することから
考えて、便宜.と用いられている所得接近方による時問価4b;の推計にも諜題は多いといわ ざる
を得ない。また、我が国では全国平均で....律の時間価値原単泣を用いて.いるが、所得接近法
を採用 しておきながら各地域の所得水準を無祝するということは、そこに 「全国.律 とする」
という価値観が入っていることになる。すなわち本来時閲節約の価値が高い地域の便益は低
く、また時間価値の低い地域の便益は高 く推計するバ イア.スが存在することになる。都市交
通を検討す る場合には、現行の時間価値原単位は.都.市における道路投資の便益 を過小評価す
るものとiL"われる。 したがって所得接近法の原点に忠実であるためには、少なくとも県渓所
得を用いて都道府県ごとに時間価値を推定すべきであると思われる、:.さらに地域内での所得
分布 を用いて、それに基づいて加重平均 した時間価値原単位の推計も考えられてよいと思わ
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れる。そもそも課題 を抱えている時闘価値原単位の推設法である所得接近法ではあるが.環
時.点での取 り扱いやすさ等を考 えればその採用が.妥当であるとの判断がなされたゆえに採用
されているのである。そうであるならば、不完全ながらもよりbetterとする検討がなされる
べきであろう。
以上を総合すると、投資効果論の観点から都市の道路投資を/1析する場合、その推計にあ
たってはス トック効果を如何に正確に杷握するかが重要であること、現時点では個別事業の
便益評価を行 うに際 しては部分均衡分析による消費者余剰アプローチに、中長期のネットワ
ーク整備の便益評価 を行うに際 しては一般均衡的な国民所得アプローチにそれぞれ優位性が
存在すること、ヘ ドニック ・アプローチは全面的な適用は望めないものの、非市場的便益の
推定に関してのインプ リケーションを有すること、時間価値原単位の推定には少 なからぬ課
題 が存在 し、理論的なアブG一 チでは現時点では実際の政策に用いることが難 しいこと、便
宣的に用いられる推定方法である所得接近法にもいまだ改善の余地があることがいえる、と
いうことになる。
3、1R資基 準 言翁
道路投 資によるt益 お よ.び費 用(こ ち らは便益 と比 べて計測 が容 易で ある〉 が推定 された
ので あれ ば、そのプ ロジェク トを如何 なる基準 で是 とす るσ)か、あ るいは否 とす るのか を検
討す る必要が ある、 それ がS.RA基準論 であ り、現在の ところ純現在価値法 、.費用便益比z?;法、
内部収 益率法が 主た る方法 で ある。 それ ぞ.れの性 質 を論 じる前 に、各方法の定義 を示 したい。
① …純 現 為1価値 法(NetPresentValue)
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③ 内 部 収 叢 率 法(lnternalRatec〕fReturn)
・・譲 罐 平 一客
(、C,+r*)`一Ka
ry,=IRR
①の純現在価値法は評価期間を通 して毎年現れる便益の割引現在価値の総和か ら、毎年の
費用の割引現在価f直および建設費用を引いたものである。 したがってこの値が0よ り大きい
ことが不Ur欠であるが、定義か ら明 らかなようにプロジzク トの規模が大 きければ必然的に
純現在価値も大 きくなるため効率性の判定基準とは言いがたく、む しろ当該道路投資の必要
条件を満たすか否かの基準といえよう。それに対 して②の費用便益比率法は便益の費用の割
引現在価値と割引現在価値 との比率 をもって効率性を判定する基準である。すなわち費用一
単位あたりの純便益で評価するものであり、その意味からは効率性基準として妥当な手法で
ある。当然ながら投資実行の必要条件は費用便益比率が1を超 えることである。③の内部収
益率法は投資の便益 罧費用とするような割引率r*を求め、これを社会的割引率と比較する方
法である.
以上の3つの.方法によって導き出 された投資順位は通常整合的ではない。それゆえ3方法に
よる結果の併記が良く主張 されるが、現実には内部収益.率の計測が通常困難であり、しかも
代数的には求められないことから、通常は純現在価値法でスクリーニングをかけた後、費用
便益比率法で投資順位を決定することが多H。 ただし効率性の半掟 基礁という観点か ら言 え
ば費用便益比率法が優れているように思われ るので、手法に関 してはそれほど.大きな課題は
存ryt.しないように思われる。
それに対 して社会的割引率をどのように考 えるかに.ついては大きな課題が存在する。割引
率の設定とは規代および将来世代の厚生問題である。理論的には将来の消費量 と現在の消費
量の間に無差別曲線を引き.1その眼界代替率が社会的時闘選好率となる。 しかしながら無差
別曲線や限界代替率の導出が現実にはほとん ど不可能であるため、実際の道路投資に際 して
このアブp._チで社会的割引率を求めるのは.不可nYである。仮に資本市場が動学的な意昧
を含めて完.全であれば、.市場利.子率は入々の時間選好率 を正確に反映 していることになる
が、現実 を見れば多様な利子率が存在 し、資本市場が不完全であることは明らかである。仮
に資本市場が完全であり唯一の利子率が存在す るとしても、異なる2つの考え方が存在する
一①消費者の選好は近視眼的であり、世代間公平の観点からは市場利子率は社会的割引率と
して高す ぎる。 さらに現代世代の効用関数に将.来世代の国民所得水準が変数 として入ってい
る場合には、貯蓄 ・投資に関して技術的外部効果が存在 し(現在世代の貯蓄 ・投資が将来世
代4)国民所得 になるため、将来世代の国民所得形成に関して現代世代の個人間でフリーラ.イ
ダー問題が発生するため)過少な貯蓄 ・投資水準 となる。②資本 市場 が完Fで あるならば市
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場利子率を社会的割引率として採用でき、仮に課税による歪みが存在 したとしても加重平均
を取ればよい一。
またリスク ・プレミアム分を社.会的割引率に加味するか否かについ.ても2つの異な.った.ウ:
場が存在す る一一①公共.部門は民問部門に比べてリスクGPI能力が高い。プロジェクトの数が
.卜分に多く、かつ リスク要因が独立であれば、総投資の叙益はプールされて確実となる。ま
た投資の失敗について も増税等によって リ.スクを国.民に.分散可能であるから、 リ.スク ・プレ
ミアムは加味 しなくともよい。②道路は通常無料で開放 されるものであり、料金収入による
プ晶ルの.可能性が存在 しないために リスクのプールは困難である一。現実を踏まえて考えれ
ば、市場利.子率が長期的な時間的視野で決定 されているのかには大きな疑問が存在する上、
資本市場は不完全であり、加えて社会資本である道路の持つ大 きな外部性(都 市においては
バイパス道路建設による混雑緩和が大きい)や 公共部門の リスク回避能力を考慮に入れると、
社会的割引率は通常の市場利子率よりも低 く設定 され ることに相当の説得力が存在するよう
に思われる。 また ワスク ・プレミアムに関する考え.方に関しては隆路打開投資と開発投資で
は リ.スクが異なるはずである。つまり険路打開投資が主眼となる都市部における道路投資で
は、仮に リ.スク ・ブ.レミアムを加味 しなければならないとして も、開発路線への投資と比べ
れ.ば相対的にリスクは小 さく、したがって リズク ・プレミアムも小 さくなるはずである。そ
の観点か らは全国、そして全施策 律 の社会的割.引率の適用は批判されることとなる.た だ
し地域 ごと、あるいは施策ごとに社会的割引.率を設定するとなれば、現実には理論的に社会
的翔引率が導出できないことを考えると、その設定に人き.な恣意性が入る恐れがある.。それ
ゆえ」例えば混雑率等を基準として隙路打開投資と開発投資といったような大きな分け方で、
社会的割引率を検討するのが現実的であるように思われる。
4、3R資 貝オ源 言愈
道路投資の性質 として、投資に巨額の費用を要 し、たとえ将来的に企業性が.見込み得たと
しても民間では財源調達が困難であること.、施設の寿命が長 く世代間の効率性および公平性
の担保が重要であり、さらには大きな不確実性に直面すること、多くの用地を必要とするた
め、その取得に要す る時問的 ・.金銭的費用が不確実性を増大すること、排除不可能であるケ
ー..一スが大半であるために、投資の財源負担に公共部門が関与せ ざるを得ない側面がある。そ
してその財源の負担方法に.ついても料金.負担、道路特定財源や..一般 財源による公共負担、開
発利益の還元による負担が存在 し、それぞれに異なった性質を有 しているため、それら負担
方法の整理と検討が必要となる。
まず定常状態における効率性に.ついてであるが、費用関数のi次同次性、つ まり規模に関
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して収穫一定を仮定すれば最適な価格による料金収入総額 が道路投資総額と一致するため、
料金負fiaの効率性が最も高いこととなる。 しかしながら現実の都市の道路であれば収穫逓減、
地.方の開発遵路であれば収穫逓増であることは明らかである。収穫逓減である都市の道路で
は最適な価格形成による料金収入総額〉道路投資総額となるため余剰金が発生する。 したが
って都fiの道路投資に要す る費用を料.金収.入でまかなう場合に4.3、混雑の発生によって効率
性が損なわれることとなる。また最適な価格形成を行った場合には余剰金が発生することか
ら、その酎分をめぐる課題が生じることとなる。すなわち現実の都市の道路投資を検討する
と、料金といえどもFirstRestを実現で きる保証は存在 しないことになる、これに対して公共
負担の うち道路特定財源であるが、これは粗い(道路の直接利用による)受益者負損である。
したがって料金よりも効率性が劣るものの、.その配分が適切に行われれば一般財源よりは効
率的である可能性が高い。すなわち投資財源の地域間配分によって効率性 を改善する余地が
存在するのである。ただし同時に分配上の検討が必要となる,公 共負担のうち一般財源につ
いては、当然これが適切に配分 されたならば歪みは小 さいが、それは 「賢い政府」が前提 と
なる。また配分が完全に行政当局の裁量に委ね られるために、政治過程による歪みの可能性
が最 も大きくなる。都市の道路投資という観点からは、都市部の声がどの程度配分に影響 を
及ぼ.し得るかに依存す ることとなる.ただ し.道路には単に車両の通行機能があるだけではな
く、空間創出機能(例 えば道路下の共同溝等の収容空間や防災機能)を 考えれば、一....般財源
の投.入がな されることは効率性の観点からは改善であるといえる。キャピタリゼーション仮
説に基づ く開発利益の還元による.負担は土地価格に帰着した道路投資の便益を還元するもの
であるが、その帰着は複数の市場 を通 して実現するものであり、それら.市場が完全であるこ
とが前提となっている。それゆえこの財'源負担方法はそれら市場の完全性に依存 して決定 さ
れる,し かし現実には市場が完全である可能性は低いように思われる。
次に動学的な効率性 についてであるが、現在の料金奴入をプール して将.来の投資費用に充
当する方式では、特 に懐妊期問が長い道路の場合、大きな異時点間配分問題を生起 させやす
い.た だし我が国の有料道路制度で実行 されている償還制度であれば、借人金によって道路
を建設 し、将来の料金収人でそれを返済する方式であるため異時点問プールが可能 とな り、
動学的な効率性が担保 される可能性がある,,ただし財源調達は通常の資本市場 を通 じて行わ
れるが、暗黙の政府保証の存在が市場を歪める可能牲も存在する.そ れに対 して公共負担で
は、例えば国債の発行等に拠るより他には異時点間配分問題はク リアで きない。 しか し巨額
の道路特定財源を有 しながら国債の発行が認められるかといえば、その可能性 は乏 しいよう
に思われる。開発利益の還元による財源負担では、道路投資の便益は当該道路の供用後に、
しか も複数の市場を経由 して時間をかけて.上地価格へと帰着するため、建設時には他の財源
によって建設 されなければならない。適.切な財源との組み合わせであるならば動学的な効率
性を阻害 しないと思われるが、例 えば公共負損との組み合わせでは効率性 を阻害することと
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なる。逆に開発インター(4,のように償還制度 との組み合わせは効率的である可能性がある、
建設に長期の時間を要する道路投資の財源としては、安定性が非常に重要な要素 となって
くるが、料金負担であればこれは交通量に依存することとなる。 したがって社会 ・経済の変
動からの影響を受けやすいという欠rliがTfする。また償還制度のような借入金方式の場合
は将来交通量の推計が不可欠となるが、これは社会構造の変.革期には困難な作業 となる。そ
れに対 して道路特定財源制度は複数年にわた.って多額の投資費用を要する道路投資財源とし
て安定的である。それゆえに従来から長類計画.(道路.整備 五箇年n.}』u等)のバ ックボ 一ーンと
して機能 してきたのである。しかし昨今では新燃料(エ タノール ・水素 ・電気等〉が登場 し
つつあり、.今後の技術の進展によ'⊃てはこれ ら新燃料に対応 した新税の導人が不可欠 となる。
昭和41年には新燃料対策として石油ガス税が創設されたという経緯が存在するが、現在は道
路特定財源の一般化の圧力が強いという情勢であり、道路整備特定財源の拡大は認め られが
たい社会情勢であるといえる。一一般 財源は他の政府サービス財源と競合 しているため安定性
に欠け、また財政が逼迫 していると十分な財源が確保できないという欠点を有する。 また、
地方の一一般財源はその多くを法人所得税に依存するため、景気変動による税収の変化が大き
く、安定性を欠 く側面がある。開発利益の還元による財源負担では、当該地域のSmall・.Open
の仮定に依存する。仮定が満たされていない場合は漏出が起 こるが、現実には仮定が満たさ
れているケースは少ないと思われるため、.予分な還元が行えない可能性がある.さ らに:全て
のT益 がラ弛 に帰着するのに要する時間も不確定であるため、財源としては安定性にかける
といわざるを得ない。都市の道路投資には地方.と比べて柑当多大な時間.と費用を要すること
は明 らかであり、その意味か らも特に安定性が強く要求 されるσ)である。したがって都市の
道路ス トックが充足 されるまでは道路特定財源のような安定的な財源が不可欠であるといえ
/_
これら財源負担のフィージビリテ.イであるが、現時点では料金制度をiGaく一般道路に採用
.する技術は確立 されていない
。 さらに我が国では道路法によって鳳則無料での開放が義務付
けられており、この原則にXし てど.のように位置づけるのかが課題となる。さらに財源負担
方式の変更に不可避である分酎の変化や、無料で利用できたLい う既得権に対するコンセン
サスを得.る必要が存在する』一方、特定財源制度は現行制度として道路網整備に大 きな役割
を果たしてきたが、現在は 一..般財源化6りf3.力が高まっているため.今 後の見通 しは不透明で
ある。..一般財源については現在のように財政が遍追 している状態で、さらに他の政府サービ
スとの競合が存在するために、十分な道路整備のための財源の柱 を一毅財源とすることは困
難であるように思われる。開発利益の還元による財.源.負担は 部 が固定資産税、また.都市基
盤整備時の区画整理事業 として土地の一部拠出を求める、といった形で実現 してはいるが、
すべての帰着便益を回収することは不.可能である.し たがってごく一部が実行可能であると
いうことになるであろう、,
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取得 ・.保有 ・使用時のバランスについては、明 らかに料.金.負担は漢用時の.負担、道路特定
財源は取得 ・保有 ・使用各時点での負担、一般財源は基本的に無関係であり、開発利益の還
元による負担は直接効果の移転 という観点からは使用時の負担に分類できるであろう。 した
がって道路特定財源は比率を変更できるのであれば、より料金負担による効率性へ向けて近
づけることが.可能ではある.
以上を総合すると、.各財源負揖方法には長短が存在 し、投資される道路の性質に応 じて適
切な財源負担方法の組み合わせが重要 となる。その意味か らいえば、我が国の大都市圏(首
都圏 ・京阪神圏 ・中京圏).でiま、主として車両の通路機能を果たす都市高速道路での料金負
担、同様に疑似利用者負担 メカニズムである道路特定財源を用いての幹線国道の整備、空間
機能も有する市街地街路への.一一般 財源の投 入等、料金と租税が目的に応 じて組み合わされて
いるといえる.
5,今後の課題
以上で都 市の道路投 資に関す る基本的 な.視座 を検 討 して きたが、 あくまで も一般 的かつ 定
性的 な議 論に とどま ってお り、具体的 なデー タを用いて の検 討が必 要で ある。たとえば財 源
負担方法 の組み合 わせ につ いて も、本稿 では扱 ってい ない ものの その割合 を単年度 では検 討
してみ たが、時系列 的に辿 ることが必要 である と考.えてい る。 また、.現行の 自動.事関係 の租
税制度 につ いては紙幅 の関係.から示す ことがで きなかったが、そ こ.にも少なか らず課題(ti:が
存在 してい る.今 後 は具体 的 な都市 のデー タを用いて 、現在 の課題 とその改善 の方 向性 を探
る必要 があ ると考 えてい る。 さらに道路投 資が過去の延長線 で続 くことを暗黙 の うちに仮 定
して いるが 、今後の道路投 資 は維持管理 が大 きな割合.を占め ることとなる.1二.、量よ.りも質的
な改善 が望 まれて い ること、 さらには情報 通信 技術の進展 に あわせ た道路 の高度情報 化投 資
を検討 す る必要 があ る。特 に道路 び)高度情報 化投資 に関 してな インフラとiwsの双方 向通信
を行 うもので あるため に、従来の よ うな 「.インフラは政府 が 、車両 はメーカー・が」 といった
構造 とは.大きく様変 わ りす ることがartであ るため 、新たな道U1:19XSiのあ り方 を検討 しなけ
れ ばな らな い。 また量 的 なス トック水準は比較的数量化 して把握 しやす いが、質的な ス トッ
ク水準の数 量化 は今後 の道路投 資の大 きな課題 となるだろ う。
?
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【注 】
(.li一般 均 衡 解 が整.合的 で あ.る.よラ にパ ラ.メー タ値 の.一部 を選f?fする、,
(2>国土 交通 省 ホ ー ムペ ー ジ よ り。 た だ しこ れ は 本 輪 で この 後 時 間fd4TirS_:を論 じ る際 に 言 及 す るが 、 全 国
平均 の 時 間 価fiti.であ るた め 過 小 推.計の 可 能 性 が大 き い 、,
(3)CV=
e(p',u')
2(が,め ・甑rL曾 ・・たEV4=つ… 購 ・…
(4>供Enまたは建設中σ)高速道路の沿道で開発.事業が行われる場合、その開発事業者の費用負損によっ
て建設される.インターチェンジのことである。
(5)収得 ・保.有・使吊段階の税負担割合や租税負担の車種間比率は、現時点あるいは将来的に論理整合
的ではない側面がある。取得 ・保有 ・使用の現時点での負担割合は14%:;;4:52%であり、使
用に重きが置かれている点では効率的であるが、今後新燃料等の普及が進めば使用段階の負担のx
とんどを燃料税収に依存する現在のバ ランスは大 きく崩れる可能性が高い。また車種間比率問題で
代表的な問題は自動車重量税に関するものであり、乗用車の自家用対営業用が630011:2800円、貨
物車の自家用対営業用が4400円:2800円となっており、むしろ重量と反比例 している。本来路面へ
の損傷度によって負担割合を設定すべ.き重量税が.そのことを反映していない。
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